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財政の中期見通しについて

財 政 課

１ 本見通しを作成する趣旨等

本見通しは、令和７年度当初予算編成における財源対策等の基礎として、国が想定する名目ＧＤＰ成長率の

見通しなど一定の仮定の下で機械的に試算を行い、今後の収支状況や主要な健全化指標等の傾向を明らかにす

ることで、将来を見据えた持続可能で安定的な財政運営を行うための参考として活用するもの。

【推計の期間】

・財源不足

令和７年度から令和11年度まで（５年間）

（2025年度） （2029年度）

・実質公債費比率及び将来負担比率

令和７年度から令和16年度まで（10年間）

（2025年度） （2034年度）

【留 意 点】

推計期間中の各項目の数値は、今後の経済情勢や国の地方財政対策のほか、財政需要の動向等により変

動するものである。

令和６年1 0月 ８日
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２ 本見通しの活用に係る考え方について

成長戦略 財政健全化

・未来の秋田を支える人への投資

・経済の活性化に結びつく成長

分野への投資 等

歳

入

歳

出

投資効果

・事業の重点化

・公共事業、県有施設の見直し

等

・国の支援制度の活用

・交付税の改正要望
・税源の涵養

持続的な財政運営

「未来への投資」の視点と「財政健全化」の視点を両輪とした取組

（県勢発展のための着実な投資をしつつ）

① 財源不足対策

（財政２基金の維持等）

② 実質公債費比率悪化の抑制

③ 将来負担比率悪化の抑制

持続的な成長に向けた投資に必要な財源

を生み出すために求められる、本県財政

の健全性とは…

①～③の各指標や、それを構成する要素などについて自然体で将来推計を行い、現状のままではどうなるのかを整理。

↓

その上で、県施策の着実な遂行のため、維持・改善しなければならないポイントを整理し、改善すべき具体的な数値等を

当初予算編成方針において示すこととする。
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○
○
○
○

○

【歳出構造（自然体）の分析】

歳出総額としては、退職手当の隔年度の増減があるものの、概ね横ばいで推移すると推計される。
義務的経費については、人事委員会勧告による伸びを見込む人件費や金利の上昇による公債費の増などにより、大きく増加する。
政策的経費については、病院機構運営費交付金や社会保障関係経費の増などにより、高止まりで推移する。
公共事業等については、令和6年度比で災害復旧費の減少を見込むものの、国直轄ダム等の直轄事業の増加などにより、令和9年度まで概
ね850億円程度で推移し、その後減少する。
その他の投資的経費については、新県立体育館整備・運営事業や行政サービスの提供のあり方に関する検討に伴う施設の改修・修繕費に
より令和7年度から令和10年度は200億円台で推移する。

2,863 2,857 2,918 2,927 3,047 3,024

926 892 850 849
814 756

199 275 270 266 250
165

220 220 219 220 219
215

1,635 1,613 1,631 1,634 1,622
1,630

5,842 5,856 5,888 5,897 5,951
5,790

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

R06 R07 R08 R09 R10 R11

一般会計歳出予算の見通し

義務的経費 公共事業等 その他投資的経費 経常的経費 政策的経費

３ 財源不足の推計（自然体）

億円 各年度の設定条件

人件費 ・今後の職員数の見込みと定年延長による退職手当の増減を踏まえて推計。

公債費 ・県債の既発分に係る元利償還金に、新規発行見込みに係る分を加えて推計。

清算金
交付金等

・歳入の地方消費税等と連動して推計。

【歳出】

義務的経費

政策的経費

公共事業等

その他投資的経費

・想定される大規模事業を個別に積み上げて推計。

項目

経常的経費
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○
○

○

歳入総額としても、概ね横ばいで推移すると推計される。
一般財源については、社会保障関係経費の増などにより、地方交付税の短期的な増加（R6予算：1,954億円→R9推計：1,999億円）が見
込まれることや、県税の増加（R6予算：1,439億円→R11推計：1,532億円）などにより、一般財源総額としては増加傾向である。
特定財源については、令和5年度、6年度の大雨災害に対する災害復旧費の減少により県債及び国庫支出金が減額となっているほか、新
県立体育館整備・運営事業等の事業量の減少により、令和11年度の国庫支出金が減少となる。

3,686 3,752 3,788 3,811 3,807 3,791

1,932 1,890 1,866 1,816 1,818
1,649

5,618 5,642 5,654 5,627 5,625 5,440

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

R06 R07 R08 R09 R10 R11

一般会計歳入予算の見通し

一般財源 特定財源

億円

各年度の設定条件

県税

地方消費税
清算金

地方交付税

臨時財政対策債

その他 ・令和6年度予算等を基に推計。

国庫支出金 ・人件費、社会保障関係経費、投資的経費等に連動。

県債
（臨財債除く）

・投資的経費等に連動。

その他 ・事業費に連動

特定財源

項目
一般財源

・国の名目経済成長率見込み（※）や近年の実績を参考に推計
　（※内閣府「中長期の経済財政に関する試算」（名目GDP成長率ベース
　　　ラインケース）

・基準財政収入額は上記県税の推計等を基に推計。
・基準財政需要額は人口減少による影響等を踏まえて推計。

【歳入】
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○
○
○
○

▲ 225 ▲ 214 ▲ 234
▲ 270

▲ 326 ▲ 350

336

202

48
0 0 0

▲ 500

▲ 300

▲ 100

100

300

500

R06 R07 R08 R09 R10 R11

財源不足額と財政２基金年度末

残高の見通し

財源不足額

（圧縮前）

２基金積戻し後の基金残高

（圧縮前）

【財源不足（自然体）の分析】

○ 財源不足額については、令和9年度までは▲200億円台で

推移するが、人事委員会勧告による伸びを見込む人件費

や金利の上昇を見込む公債費など、義務的経費が大幅に

増加することにより、財源不足額は拡大し、▲300億円

を超える規模になると見込まれる。

○ このため、財政２基金の年度末残高については、毎年度

の財政調整基金への積戻し額を80億円と見込んでもなお、

急速に減少し、令和9年度には財政２基金の残高が枯渇

するため、予算の編成が困難となる結果となった。

○ このままでは、持続的な財政運営は不可能であり、頻発

化・激甚化する災害など突発的な財政需要に対応できな

くなる可能性がある。

【対策の方向性（改善が必要なポイント）】

○ 政策的経費等の見直しにより、一般財源の圧縮を図る。

（歳出削減の徹底）

○ 国庫支出金や外部資金等の積極的な確保・活用を図る。

（特定財源の確保）

○ 特定財源のうち県債については、公共事業の圧縮や高校

整備費の縮減・平準化などにより借入額の抑制を図ると

ともに、調達手法の工夫等により利子負担の低減を図る。

（実質負担の軽減）

○ 上記取組により、歳入と歳出の均衡を図り、財政２基金

の残高を一定程度維持する。

基金の枯渇

積戻

+80

（毎年度）

416

財源不足

＝取崩

▲214

282

財源不足

▲270

＞残高

億円

財源不足

＝取崩

▲234
128

-7-



370 362
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2,741 2,749 2,748 2,790 2,794 
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2,820 2,827 

14.1%
13.6%
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13.1%
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実質公債費比率分子､分母(億円)

(年度)

実質公債費比率の将来推移
分子 分母 実質公債費比率

４－１ 実質公債費比率（３カ年平均）の推計（自然体）

R5決算ベース全国順位

・43位（東北では最下位）

決 算 ベ ー ス 推 計 ベ ー ス

R13以降18%超え

【実質公債費比率（自然体）の分析】
○ 財源不足推計（自然体）ベースでは、日本銀行の政策変更に伴う金利上昇により元利償還金が増加していくなどの影響で、令和９年度以降、

実質公債費比率が上昇基調になり、令和13年度で18.0％を超え、起債許可団体となる見込み。
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2,839 2,741 2,749 2,748 2,790 2,794 2,816 2,805 2,783 2,796 2,806 2,813 2,820 2,827 
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259.5% 255.0%
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分子、分母(億円)

(年度)

将来負担比率の将来推移

分子 分母 将来負担比率

４－２ 将来負担比率の推計（自然体）

【将来負担比率（自然体）の分析】
○ 財源不足推計（自然体）ベースでは、県債残高が減少するものの、将来負担額の増加により比率はゆるやかに上昇する見込み。

○ 今後の金利上昇等を踏まえると、実質公債費比率と同様、楽観視はできない。

決 算 ベ ー ス 推 計 ベ ー ス

R5決算ベース全国順位

・42位（東北では最下位）
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○

○
○

○

【歳出構造（事業費圧縮）の分析】

政策的経費については、一般財源ベースで毎年▲3％程度の圧縮を目安とし、自治体の判断で圧縮が難しい社会保障関係経費と退職手当臨
時基金の積立金を除いた経費について圧縮する。
公共事業等について、災害関連事業等及び抜本的治水対策を除いた公共事業分につき、実負担額を毎年▲5％ずつ圧縮する。
その他の投資的経費については、新県立体育館整備・運営事業等により一時的に事業費が増加する時期もあるものの、縮減や平準化を図る
ほか、特定財源の確保や交付税措置の有利な起債を活用することにより、令和6年度当初予算ベースから実負担額を毎年▲5％ずつ圧縮す
る。
義務的経費のうち、公債費については令和8年度まで24億円の借換抑制を行い、将来の公債費負担を引き下げるとともに、調達手法の工夫
等により利子負担を軽減する。

2,863 2,857 2,907 2,881 2,984 2,945

926 855 821 751 694 637

199 240 201
190 181

165

220 220 219
220 219

215

1,635 1,609
1,490
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1,301

5,842 5,780
5,638

5,473
5,438

5,263
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５ 財源不足の推計（圧縮）

2,863 2,857 2,918 2,927 3,047 3,024 

926 892 850 849
814 756

199 275 270 266 250
165
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215

1,635 1,613 1,631 1,634 1,622 
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5,842 
5,856 5,888 5,897 5,951 
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借換抑制

一般会計歳出予算の見通し

億円 億円
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○
○

【歳入構造（事業費圧縮）の分析】

事業費圧縮に伴い、連動する特定財源が減少する。
特に県債については、自然体で500億円台で推移していたものが、令和11年度で400億円程度まで圧縮を行うなどで、発行を抑制する。

3,686 3,752 3,788 3,811 3,807 3,791
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○
○

※端数処理の関係で合計が一致しない場合がある。

【財源不足（事業費圧縮）の分析】

財源不足額については、令和11年度までに約140億円の圧縮が見込まれる。
その結果、財政２基金の残高については、毎年80億円を積戻すと、令和11年度まで、150億円程度を維持することが可能となる。
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（圧縮後）

２基金積戻し後の基金残高

（圧縮後）
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財源不足額と財政２基金年度末残高の見通し
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416
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（毎年度）

416

財源不足

＝取崩
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積戻

+80

（毎年度）
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＝取崩

▲85
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＝取崩
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＝取崩
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＝取崩
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基金の枯渇
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６－１ 実質公債費比率の推計（圧縮）

【実質公債費比率（圧縮）の分析】
○ 令和6年度から令和8年度の３ヵ年で各年度24億円の借換抑制等を行うほか、投資的経費の圧縮及び調達手法の工夫により利子負担を軽減する

ことで、18.0％超えを回避できる見込みである。

決 算 ベ ー ス 推 計 ベ ー ス

【圧縮の影響】

借換抑制等＋事業費の圧縮＋調達手法の工

夫により18.0％超えを回避可能

【留意点】

R6～8年度に各年度24億円の借換抑制等を行う。
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６－２ 将来負担比率の推計（圧縮）

【将来負担比率（圧縮）の分析】
○ 投資的経費を圧縮した結果、自然体ではゆるやかな上昇見込みであったものが、概ね横ばいとなった。

○ 実質公債費比率と同様に標準財政規模の増減により将来負担比率が大きく変動することから、将来、さらに標準財政規模が小さくなることを

踏まえ、更なる歳出の見直しと県税の涵養による歳入確保が重要である。

決 算 ベ ー ス 推 計 ベ ー ス

【圧縮の影響】

ゆるやかな上昇から概ね横ばいに

改善。
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